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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

３．第50期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

４．平成19年５月25日付で第三者割当増資により新株式3,500,000株を発行しております。 

回次 第49期中 第50期中 第51期中 第49期 第50期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（百万円） 14,251 14,278 16,215 28,655 30,802 

経常利益（百万円） 200 444 972 625 1,150 

中間(当期)純利益又は中間（当

期）純損失（－）（百万円） 
-245 372 576 -561 1,051 

純資産額（百万円） 25,235 27,492 31,513 25,617 29,467 

総資産額（百万円） 37,194 38,376 41,403 38,588 40,351 

１株当たり純資産額（円） 1,300.49 1,345.56 1,314.53 1,320.33 1,440.81 

１株当たり中間(当期)純利益又は

中間（当期）純損失（－）（円） 
-12.66 19.19 26.39 -28.92 54.21 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
― ― ― ― ― 

自己資本比率（％） 67.85 68.02 72.69 66.39 69.26 

営業活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
1,030 682 2,094 2,501 2,644 

投資活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
-1,098 -1,403 -552 -3,253 -1,913 

財務活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
1,433 -801 1,599 1,369 -1,717 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（百万円） 
8,286 6,241 10,046 7,691 7,083 

従業員数(人) 4,802 4,676 4,452 4,673 4,515 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

３．第50期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

４．平成19年５月25日付で第三者割当増資により新株式3,500,000株を発行しております。 

回次 第49期中 第50期中 第51期中 第49期 第50期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（百万円） 13,666 13,805 15,334 27,396 29,525 

経常利益又は経常損失（ー） 

（百万円） 
-120 386 846 247 1,347 

中間(当期)純利益又は中間（当

期）純損失（－）（百万円） 
-428 342 497 -848 1,539 

資本金（百万円） 

（発行済株式総数）（千株） 

5,387 

(19,448)

5,387 

(19,448)

6,642 

(22,948)

5,387 

(19,448)

5,387 

(19,448)

純資産額（百万円） 21,155 20,953 24,896 20,782 22,140 

総資産額（百万円） 30,317 30,816 34,041 31,185 31,924 

１株当たり純資産額（円） 1,090.26 1,080.01 1,087.42 1,071.09 1,141.36 

１株当たり中間(当期)純利益 

又は中間（当期）純損失（－）

（円） 

-22.05 17.65 22.76 -43.73 79.37 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
― ― ― ― ― 

１株当たり配当額（円） ― ― 7.50 7.50 10.00 

自己資本比率（％） 69.78 68.00 73.14 66.64 69.35 

従業員数（人） 1,018 998 1,006 997 967 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。 また、主要な関係会社の異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 事業の種類別セグメントを記載していないため事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

 （注）１．従業員数は就業人員数であります。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定の事業部門に区分できない管理部門に所属しているも

のであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数であります。 

(3）労働組合の状況 

 該当事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

事業部門の名称 従業員数［人］ 

人工透析関連部門 2,695 

血液関連部門 640 

循環器関連部門 41 

輸液他関連部門 815 

全社（共通） 261 

合計 4,452 

  平成19年９月30日現在

従業員数［人］ 1,006 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

    国内医療業界においては、包括的診療報酬制度を導入する病院が増加するなど医療制度の変化にともない、医療

   費の抑制傾向が一段と強まっております。その結果、医療機関における経営効率化がますます進んでおります。 

    また来年４月には特定保険医療材料の公定償還価格の改訂、診療報酬の改訂なども予定されております。 

   さらに当社を取り巻く事業環境も、同業他社における合併や事業提携など大きく変化しております。 

    当社グループは、このような状況の中、当中間連結会計期間は、「変革」を指針として経営改革に着手し、さら

   に生産プロセス最適化や業務効率化を目指す業務変革、また事業展開や事業ポートフォリオに関わる事業構造変革

   に取り組んでおります。 

   

    当中間連結会計期間における売上高、営業利益、経常利益および中間純利益は、以下のとおりであります。 

  

① 売上高 

   当中間期の売上高は162億15百万円（前年同期比13.6％増）となりました。国内では、ダイアライザーの自 

  主回収の影響がありましたが、白血球除去フィルター付き血液バッグの販売が順調に推移し、国内売上高は 

  114億64百万円（同13.7％増）となりました。 

   海外においては血液回路やＡＶＦ針、輸液セットの販売が順調に推移した結果、海外売上高は47億50百万円

  （同13.2％増）となりました。 

② 営業利益 

 営業利益は７億31百万円（前年同期比144.9％増）となりました。 

③ 経常利益 

 経常利益は９億72百万円（前年同期比119.1％増）となりました。 

④ 中間損益 

 中間純利益は５億76百万円（前年同期比55.0％増）となりました。 

事業部門別売上高の概況は、次のとおりであります。 

 （人工透析関連部門） 

  国内では、ＰＳダイアライザーの自主回収の影響を受け、売上は前年同期に比べ減少いたしました。 

  海外ではＡＶＦ針の販売が順調に推移いたしました。 

  この結果、当部門の売上高は77億13百万円(前年同期比4.6％減)となりました。 

 （血液関連部門） 

  国内では白血球除去フィルター付き血液バッグの販売が順調に推移しました。 

  海外では血液バッグの販売が前年同期に比べ増加いたしました。 

  この結果、当部門の売上高は50億77百万円（同69.8％増）となりました。 



 （循環器関連部門） 

  新たに発売したマイクロカテーテルの販売は順調でしたが、血圧モニタリングキットやカテーテル製品全体の

 売上高は伸び悩みました。 

  この結果、当部門の売上は７億６百万円（同4.0％減）となりました。 

 （輸液他関連部門） 

  国内では、生理食塩液の販売が順調に推移いたしました。 

  海外では輸液セットの販売が拡大いたしました。 

  この結果、当部門の売上は27億17百万円(同10.0％増)となりました。 

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 日本 

 人工透析部門においてはダイアライザーの自主回収の影響により前年同期比の売上げは減少したものの、血液関

連部門における白血球除去フィルター付血液バックの販売が順調に推移したため、売上高は153億34百万円（前年

同期比10.9％増）となりました。営業利益は増収効果や能率のアップによる原価率の低減効果が寄与し、６億８百

万円（同260.2％増）となりました。 

 米州 

米国内における輸液関連商品の販売が引き続き順調に推移し、売上高は９億54百万円(同27.1％増)、営業利益は57

百万円（同20.5％増）となりました。 

 東南アジア 

 ＡＶＦ針や血液回路の販売が拡大したため売上高は55億54百万円（同13.7％増）となりましたが、営業損益はタ

イバーツ高騰の影響を受け34百万円の営業損失(同50.7％増)となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

   営業活動により得られたキャッシュ・フローは、20億94百万円(前年同期比14億12百万円増)となりました。 

  主な内容は、税金等調整前中間純利益が９億51百万円、減価償却費が９億77百万円、売上債権の増加が４億33百

  万円であります。 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

   投資活動により支出したキャッシュ・フローは、５億52百万円（同８億50百万円減）となりました。主な内容

  は有形固定資産の取得５億67百万円によるものです。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

   財務活動により得られたキャッシュ・フローは、15億99百万円(前年同期は８億１百万円の支出)となりまし 

  た。主な内容は、株式の発行による収入24億96百万円によるものです。 

  この結果、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は、100億46百万円となり、前連結会計年度末残高

 に比べ29億62百万円増加いたしました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 事業の種類別セグメントを記載していないため、当中間連結会計期間の生産実績を事業部門ごとに示すと、次の

とおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 事業の種類別セグメントを記載していないため、当中間連結会計期間の商品仕入実績を事業部門ごとに示すと、

次のとおりであります。 

 （注）１．金額は実際仕入価格で算出しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）製品仕入実績 

 事業の種類別セグメントを記載していないため、当中間連結会計期間の製品仕入実績を事業部門ごとに示すと、

次のとおりであります。 

 （注）１．金額は実際仕入価格で算出しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．上記以外の事業部門で製品仕入実績はありません。 

事業部門の名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

人工透析関連部門 6,469 86.0 

血液関連部門 5,346 205.3 

循環器関連部門 648 85.0 

輸液他関連部門 2,134 121.0 

合計 14,598 115.4 

事業部門の名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

人工透析関連部門 207 633.7 

血液関連部門 67 19.4 

循環器関連部門 15 33.3 

輸液他関連部門 299 61.7 

合計 589 64.8 

事業部門の名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

血液関連部門 147 60.8 

輸液関連部門  8 66.7 

合計 156 61.1 



(4）受注状況 

 当社および生産子会社（連結子会社）は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

(5）販売実績 

 事業の種類別セグメントを記載していないため、当中間連結会計期間の販売実績を事業部門ごとに示すと、次の

とおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に

対する割合は次のとおりであります。 

３【対処すべき課題】 

(1）対処すべき課題 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が対処すべき課題について、重要な

変更はありません。 

(2）株式会社の支配に関する基本方針について 

 当社は、平成19年４月26日開催の取締役会において、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方

に関する基本方針を定めるとともに、この基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の

決定が支配されることを防止するための取組みとして、「当社株券等の大量買付行為に関する対応策（買収防衛

策）」を導入することを決定し、平成19年６月28日開催の第50期定時株主総会において承認されました。 

① 基本方針の内容 

 当社は、当社の株主の在り方は、当社株式の市場における自由な取引を通じて決せられるものであり、当社の

支配権の移転をともなう買付提案がなされた場合にこれに応じるべきか否かの判断も、最終的には株主全体の意

思に基づき行なわれるべきものと考えております。 

 しかしながら、対象となる会社の経営陣の賛同を得ることなく、一方的に大量の株式の買付を強行するような

行為の中には、その目的等からみて対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

 当社は、このような行為を行なう者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者としては不適切であ

り、このような者に対しては、必要かつ相当な対抗措置を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の

利益を確保する必要があると考えており、このことをもって会社の財務および事業の方針の決定を支配する者の

在り方に関する基本方針としております。 

② 不適切な支配の防止のための取組み 

 株券等保有割合が20％以上となるような当社株券等の買付もしくはこれに類似する行為またはその提案（以

下、併せて「買付等」といいます。）がなされる場合（当社取締役会が別途認めた場合を除く）、買付等の実行

に先立ち、①当社に対して、買付等の内容の検討に必要な情報および当該買付者等が買付等に際して本買収防衛

策に定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書面を、当社の定める書式により提出すること、②当社取

締役会による当該大量買付行為に対する一定の評価期間が経過した後に大量買付行為が開始されるべきであるこ

と、とするルールを策定いたしました。 

事業部門の名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

人工透析関連部門 7,713 95.4 

血液関連部門 5,077 169.8 

循環器関連部門 706 96.0 

輸液他関連部門 2,717 110.0 

合計 16,215 113.6 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

メディシステムコーポレーショ

ン（米国） 
1,712 12.0 1,762 10.9 



 このルールが守られない場合には、当社は、当該買付者等による権利行使は認められないとの行使条件および

当社が当該買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得する旨の取得条項が付された新株予約権

を、その時点の全ての株主に対して新株予約権無償割当ての方法により割り当てます。 

 また、本新株予約権の無償割当ての実施、不実施または取得等の判断については、当社取締役会の恣意的判断

を排するため、当社の業務執行を行なう経営陣から独立している社外メンバーで構成する独立委員会を設置して

おります。 

 なお、この買収防衛策の詳細は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.kawasumi.jp）

に掲載しております。 

 また、本買収防衛策は、平成19年６月28日開催の定時株主総会において株主の皆様のご承認を頂き、１年間更

新することとなりました。 

③ 不適切な支配の防止のための取組みについての取締役会の判断 

 当社が考える当社企業価値の源泉の性質に応じた様々な取組みによる企業価値の向上策、コーポレート・ガバ

ナンス等への取組みは、当社の企業価値および株主共同の利益を確保し、向上させることを目的とするものであ

り、まさに基本方針の実現に資するものです。 

 したがって、当該取組みは基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するものであり、当社の役員の地位

の維持を目的とするものではありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当社は、平成19年５月10日開催の取締役会において、旭化成ファーマ㈱（旭化成㈱の子会社）および旭化成メディ

カル㈱（旭化成ファーマ㈱の子会社）ならびにテルモ㈱との業務資本提携契約の締結、また、旭化成ファーマ㈱、テ

ルモ㈱および㈱クラレを割当先とする第三者割当増資による新株式発行を決議いたしました。決議の内容は以下のと

おりであります。 

 なお、当該決議に基づく新株式発行につきましては、平成19年５月25日に払込が完了いたしました。 

 この結果、平成19年５月25日付で資本金は6,642百万円、発行済株式総数は22,948,003株となっております。 

(1)業務資本提携契約 

①契約締結日    平成19年５月10日 

②契約の内容 

業務提携 

当社、旭化成ファーマ㈱、旭化成メディカル㈱およびテルモ㈱における各社の確立された製造技術、開発、販

売それぞれの事業基盤の有効活用。 

資本提携 

 旭化成ファーマ㈱およびテルモ㈱に対する総額2,294百万円の当社の普通株式の第三者割当の実施。 

(2)第三者割当増資 

 ①発行新株式数   普通株式   3,500,000株 

 ②発行価額     １株につき     717円 

 ③発行価額の総額         2,509百万円 

 ④資本組入額    １株につき    358.5円 

 ⑤払込期日          平成19年５月25日 

 ⑥割当先および割当株式数  

  旭化成ファーマ㈱  2,000,000株 

  テルモ㈱      1,200,000株 

  ㈱クラレ       300,000株 



５【研究開発活動】 

当社グループの研究開発は、医療機器・医薬品の安全性と機能性の向上を基本に、現行製品の改良・高機能化か

ら先端医療に関連した新規製品の開発まで、医療ニーズに応じた各種医療機器の研究開発に注力しております。 

当中間連結会計期間末における研究開発スタッフは53名、当中間連結会計期間末におけるグループ全体の研究開

発費の総額は315百万円であり、これには各事業部門に配賦できない基礎研究費用120百万円を含んでおります。 

当中間連結会計期間における部門別の研究成果および研究開発費は次のとおりであります。 

（人工透析関連部門） 

国内では、高い透析性能と優れた生体適合性で実績のあるＰＳダイアライザーにおける更に高まるニーズに応え

るため、製品群の充実や適用拡大に向けた開発活動を進めております。また廃棄時の環境への影響が少なく、患者

さんの健康に配慮した素材の血液回路、ダイアライザーの開発を行っております。さらに製品の機能を高め、ユー

ザーにとって付加価値の高い製品の開発を行なっております。 

透析患者さんのブラッドアクセスの狭窄や閉塞などのトラブルに対する修復術として、従来の外科的シャント修

復術に比し、より侵襲の少ないＰＴＡカテーテル製品群を充実すべく製品群の拡充に努めております。 

腎臓移植の際に有効な（ＡＢＯ不適合血液型の移植を可能にする）血液型抗体吸着材の製造販売承認を取得し、

販売開始の準備を進めております。 

当事業部門における研究開発費は37百万円であります。 

（血液関連部門） 

これまでに培った技術で安全な素材を活かしながら、フィルターとの組合せでさらに高機能で安全性に配慮した

血液関連バッグの改良を進めております。また長期間の血小板製剤の保存を可能するオレフィン系バッグの上市準

備を進めてまいりました。また国内メーカーとの業務提携により海外向けの製品開発スピードを向上させてまいり

ます。2008年以降順次、上市していく予定です。 

当事業部門における研究開発費は39百万円であります。 

（循環器関連部門） 

心臓血管ならびに大動脈の治療や診断に用いられる各種カテーテルやステントの開発を進めております。心臓の

冠状動脈に詰まった血栓を吸引除去するために用いられる血栓吸引カテーテルの改良モデルの開発や、肝動脈への

血管処置、診断用のマイクロカテーテルを開発し、上市いたしました。さらに胸部大動脈瘤の治療に使用されるス

テントグラフトの治験準備中であり、より侵襲の少ない治療技術とその製品開発を行ってまいります。 

当事業部門における研究開発費は105百万円であります。 

（輸液他関連部門） 

海外におけるオンコロジー治療分野におけるフィルター付輸液セットの製品改良を行うとともに、抗がん剤投与

の際に専用で使うニードレスデバイスの感染予防対策品であるＫ－Ｓｈｉｅｌｄブランドの製品開発に注力してい

ます。 

当事業部門における研究開発費は13百万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）第三者割当 

   発行価格   １株につき  717円 

   資本組入額  １株につき 358.5円 

   割当先    旭化成ファーマ㈱、テルモ㈱、㈱クラレ 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 50,000,000 

計 50,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月20日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 22,948,003 22,948,003 
東京証券取引所市場第二

部 
― 

計 22,948,003 22,948,003 ― ― 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成19年５月25日 

 （注） 

3,500,000 22,948,003 1,254 6,642 1,254 6,462 



(5）【大株主の状況】 

（注）１．トゥイーディーブラウンカンパニー・エルエルシー社から、平成18年９月25日付の大量保有報告書の変更報告

書の写しの送付があり、同日現在で2,535千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中

間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。 

なお、トゥイーディーブラウンカンパニー・エルエルシー社の大量保有報告書の変更報告書の写しの内容は以

下のとおりであります。 

        大量保有者    トゥイーディーブラウンカンパニー・エルエルシー社 

       住所       アメリカ合衆国 10022 ニューヨーク州 パークアベニュー350 

       保有株券等の数  株式2,535千株 

       株券等保有割合  13.03％（平成18年６月27日現在の発行済株式総数19,448,003株に対する割合） 

   ２．前事業年度末現在主要株主であった株式会社クラレは、当中間期末では主要株主ではなくなりました。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社クラレ 大阪府大阪市北区梅田一丁目12番39号 2,261 9.85 

旭化成ファーマ株式会社 東京都千代田区神田美土代町九丁目１番 2,000 8.72 

メロン バンク トリーテイ

ー クライアンツ オムニバ

ス 

（常任代理人 香港上海銀行

東京支店） 

ワン ボストン プレイス ボストン マサ

チューセッツ 02108 米国 

 

（東京都中央区日本橋三丁目11番１号）  

1,590 6.93 

テルモ株式会社 東京都渋谷区幡ヶ谷二丁目44番１号 1,200 5.23 

川野 巧 神奈川県横浜市 1,100 4.80 

日本トラステイ・サービス信

託銀行株式会社（信託口）  
東京都中央区晴海一丁目８番11号  792 3.45 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号  744 3.24 

       

三井化学株式会社 東京都港区東新橋一丁目５番２号 728 3.17 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 725 3.16 

シージーエムエフピー－ピー

シーエフ エクイティー 

（常任代理人 シテイバンク

銀行株式会社） 

1209 オレンジ ストリート ウィルミン

トン デラウェア 19801 米国 

（東京都品川東品川二丁目３番14号） 

680 2.96 

計 － 11,822 51.52 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。 

２．「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   53,000 ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 22,705,000 22,705 ― 

単元未満株式 普通株式    190,003 ― 
１単元（1,000株）

未満の株式 

発行済株式総数 22,948,003 ― ― 

総株主の議決権 ― 22,705 ― 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

川澄化学工業株式会社 
東京都品川区南大井

三丁目28番15号 
53,000 ― 53,000 0.23 

計 ― 53,000 ― 53,000 0.23 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 740 768 759 755 777 770 

最低（円） 693 716 714 728 670 711 



３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表、および前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表

について、ならびに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日

から平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表、および当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日

まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツによる中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金     7,106     10,799     7,852  

２．受取手形及び売掛
金 

※４   8,649     8,920     9,432  

３．たな卸資産     6,113     5,892     6,209  

４．繰延税金資産     352     311     344  

５．その他     706     504     627  

６．貸倒引当金     -5     -3     -1  

流動資産合計     22,923 59.7   26,425 63.8   24,464 60.6 

Ⅱ 固定資産                    

１. 有形固定資産 ※１                  

(1) 建物及び構築物   5,767     5,714     6,046    

(2) 機械装置及び運
搬具   3,966     4,548     4,644    

(3) 土地   1,213     1,240     1,278   

(4) その他   2,489 13,437 (35.0) 1,154 12,658 (30.6) 1,595 13,564 (33.6)

２.無形固定資産     133 (0.4)  131 (0.3)  128 (0.3)

３.投資その他の資産                    

(1) 投資有価証券   1,560     1,470     1,504    

(2) 繰延税金資産   2     448     411    

(3) その他   397     310     322    

(4) 貸倒引当金   -77 1,882 (4.9) -40 2,188 (5.3) -45 2,193 (5.5)

固定資産合計     15,452 40.3   14,978 36.2   15,886 39.4 

資産合計     38,376 100.0   41,403 100.0   40,351 100.0 

                     
 



   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形及び買掛
金 

※４    3,482     3,602     3,991  

２．短期借入金     62     67     73  

３．１年以内返済予定
の長期借入金     1,100     500     800  

４．未払法人税等     82     350     328  

５．賞与引当金     179     237     175  

６．その他 ※４    1,695     1,908     1,911  

流動負債合計     6,602 17.2   6,666 16.1   7,279 18.1 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金     1,970     1,250     1,500  

２．退職給付引当金     1,400     1,381     1,409  

３．役員退職慰労引当
金     66     64     66  

４．繰延税金負債     109     －     －  

５．その他     735     527     627  

固定負債合計     4,281 11.2   3,222 7.8   3,603 8.9 

負債合計     10,884 28.4   9,889 23.9   10,883 27.0 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     5,387 14.0   6,642 16.0   5,387 13.3 

２ 資本剰余金     5,207 13.6   6,462 15.6   5,207 12.9 

３ 利益剰余金     16,549 43.1   17,611 42.6   17,228 42.7 

４ 自己株式     -37 -0.1   -41 -0.1   -39 -0.1 

株主資本合計     27,106 70.6   30,674 74.1   27,784 68.8 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１ その他有価証券評
価差額金 

    201 0.5   138 0.3   192 0.5 

２ 繰延ヘッジ損益     － －   2 0.0   － － 

３ 為替換算調整勘定     -1,203 -3.1   -719 -1.7   -28 -0.1 

評価・換算差額等合
計 

    -1,001 -2.6   -578 -1.4   164 0.4 

Ⅲ 少数株主持分     1,387 3.6   1,417 3.4   1,518 3.8 

純資産合計     27,492 71.6   31,513 76.1   29,467 73.0 

負債純資産合計     38,376 100.0   41,403 100.0   40,351 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     14,278 100.0   16,215 100.0   30,802 100.0 

Ⅱ 売上原価     10,639 74.5   11,822 72.9   23,100 75.0 

売上総利益     3,638 25.5   4,392 27.1   7,701 25.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   3,339 23.4   3,660 22.6   7,008 22.7 

営業利益     298 2.1   731 4.5   693 2.3 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   15     24     31    

２．持分法による投資
利益   76     58     146    

３．為替差益   93     80     262    

４．作業くず売却収入   43     30     64    

５．その他   34 263 1.8 102 296 1.8 145 650 2.0

Ⅴ 営業外費用                    

１．支払利息   39     27     74    

２．手形売却損   0     1     1    

３．株式交付費   －     12     －    

４．損害補償費   15     －     26    

５．支払手数料   2     2     2    

６．減価償却費   25     －     39    

７．設備使用料   24     －     28    

８．その他   11 118 0.8 12 55 0.3 21 193 0.6 

経常利益     444 3.1   972 6.0   1,150 3.7 

Ⅵ 特別利益                    

１．固定資産売却益 ※２ 6     3     13    

２．貸倒引当金戻入益   －   1 2  

３．子会社清算益   － 6 0.1 － 4 0.1 8 24 0.1

Ⅶ 特別損失                    

１．貸倒引当金繰入額   13     －     －    

２．固定資産除売却損 ※３ 11     23     28    

３．投資有価証券評価
損   －     2     －    

４．減損損失   －     －     315    

５．その他   － 25 0.2 － 25 0.2 9 353 1.1 

税金等調整前中間
（当期）純利益     425 3.0   951 5.9   821 2.7 

法人税、住民税及
び事業税   74     330     382    

法人税等調整額   -32 41 0.3 34 364 2.2 -536 -154 -0.5 

少数株主利益又は
少数株主損失（-）     12 0.1   10 0.1   -76 -0.2 

中間（当期）純利
益     372 2.6   576 3.6   1,051 3.4 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）  

 （注）平成18年６月の定時株主総会による利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
5,387 5,207 16,322 -36 26,881 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当（注）     -145   -145 

中間純利益     372   372 

自己株式の取得       -2 -2 

自己株式の処分     -0 0 0 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 

  

        － 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 226 -1 225 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
5,387 5,207 16,549 -37 27,106 

 

評価・換算差額等 
  

少数株主持
分 

純資産合計
その他有価
証券評価差
額金 

為替換算調
整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
225 -1,489 -1,263 1,324 26,941 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当（注）         -145 

中間純利益         372 

自己株式の取得         -2 

自己株式の処分         0 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額（純

額） 

  

-24 286 261 63 324 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
-24 286 261 63 550 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
201 -1,203 -1,001 1,387 27,492 



当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日）  

  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
5,387 5,207 17,228 -39 27,784 

中間連結会計期間中の変動額          

新株の発行 1,254 1,254     2,509 

剰余金の配当     -193   -193 

中間純利益     576   576 

自己株式の取得       -2 -2 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 

  

        － 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
1,254 1,254 382 -2 2,889 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
6,642 6,462 17,611 -41 30,674 

 

評価・換算差額等 
  

少数株主持
分 

純資産合計 
その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算調
整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
192 － -28 164 1,518 29,467 

中間連結会計期間中の変動額            

新株の発行           2,509 

剰余金の配当           -193 

中間純利益           576 

自己株式の取得           -2 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額（純

額） 

  

-54 2 -691 -743 -100 -843 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
-54 2 -691 -743 -100 2,045 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
138 2 -719 -578 1,417 31,513 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）  

 （注）平成18年６月の定時株主総会による利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

5,387 5,207 16,322 -36 26,881 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注）     -145   -145 

当期純利益     1,051   1,051 

自己株式の取得       -4 -4 

自己株式の処分     -0 1 1 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

        － 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 906 -2 903 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

5,387 5,207 17,228 -39 27,784 

 

評価・換算差額等 

少数株主持
分 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

為替換算調
整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

225 -1,489 -1,263 1,324 26,941 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注）         -145 

当期純利益         1,051 

自己株式の取得         -4 

自己株式の処分         1 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

-33 1,461 1,428 194 1,622 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

-33 1,461 1,428 194 2,525 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

192 -28 164 1,518 29,467 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  425 951 821 

減価償却費   881 977 2,050 

減損損失   ― ― 315 

貸倒引当金の増減額
（減少：－） 

  16 -3 -19 

退職給付引当金の増
減額（減少：－） 

  23 -28 33 

役員退職慰労引当金
の減少額 

  -13 -1 -13 

賞与引当金の増加額   179 61 175 

役員賞与引当金の増
減額（減少：－）  

  ― -36 36 

受取利息及び受取配
当金 

  -22 -32 -40 

支払利息   39 27 74 

為替差損益（益：
－） 

  -12 9 -22 

持分法による投資利
益 

  -76 -58 -146 

株式交付費   ― 12 ― 

固定資産売却益   -6 -3 -13 

固定資産除売却損   11 23 28 

売上債権の増減額
（増加：－） 

  -724 433 -1,358 

たな卸資産の増減額
（増加：－） 

  -437 156 -267 

その他の資産の減少
額 

  286 97 398 

仕入債務の増減額
（減少：－） 

  324 -300 680 

その他の負債の増減
額（減少：－） 

  -161 10 84 

その他   -0 0 9 

小計   733 2,299 2,826 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

利息及び配当金の受
取額 

  68 132 40 

利息の支払額   -55 -28 -90 

法人税等の支払額   -77 -308 -145 

法人税等の還付額    13 ― 13 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  682 2,094 2,644 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

定期預金の預入によ
る支出 

  -520 -440 -907 

定期預金の払戻によ
る収入 

  564 449 1,073 

有形固定資産の取得
による支出 

  -1,435 -567 -2,150 

有形固定資産の売却
による収入 

  4 3 14 

無形固定資産の取得
による支出 

  -1 -6 -9 

その他固定資産の増
減額（増加：－） 

  -15 10 64 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  -1,403 -552 -1,913 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

長期借入による収入   29 ― 29 

長期借入金の返済に
よる支出 

  -550 -550 -1,320 

株式の発行による収
入  

  ― 2,496 ― 

自己株式の取得およ
び売却による増減
（純額） 

  -1 -2 -2 

配当金の支払額   -145 -193 -145 

少数株主への配当金
の支払額 

  -3 -3 -3 

ファイナンス・リー
ス債務の返済による
支出  

  -131 -147 -275 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  -801 1,599 -1,717 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  72 -179 379 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額（減少：－） 

  -1,449 2,962 -607 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  7,691 7,083 7,691 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※１ 6,241 10,046 7,083 

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数   ３社 (1）連結子会社の数   ３社 (1）連結子会社の数   ３社 

  (2）連結子会社名 

カワスミラボラトリーズ 

タイランド（タイ）  

カワスミラボラトリーズアメ

リカ（米国） 

ナムシントレーディング（タ

イ） 

なお、前連結会計年度におい

て連結子会社でありました株

式会社カワスミバイオサイエ

ンスは、平成18年７月１日付

で当社と合併したため、連結

の範囲から除いております。 

(2）連結子会社名 

カワスミラボラトリーズ 

タイランド（タイ）  

カワスミラボラトリーズアメ

リカ（米国） 

ナムシントレーディング（タ

イ） 

  

(2）連結子会社名 

カワスミラボラトリーズタイ

ランド（タイ） 

カワスミラボラトリーズアメ

リカ（アメリカ） 

ナムシントレーディング（タ

イ） 

なお、前連結会計年度におい

て連結子会社でありました株

式会社カワスミバイオサイエ

ンスは、平成18年７月１日付

で当社と合併したため、連結

範囲から除いております。 

  (3）非連結子会社の名称等 

カワスミラボラトリーズヨ 

ロッパ（ドイツ） 

(3）   ────── 

  

(3）   ────── 

  

   （連結の範囲から除いた理

由） 

カワスミラボラトリーズヨー

ロッパ（ドイツ）は平成14年

３月末もって事業活動を停止

したまま休眠状態が続いてお

りましたが、平成16年３月末

をもって清算手続きに入り、

同社の総資産、売上高、中間

純損益（持分に見合う額）お

よび利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも中間連

結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないため連結の範囲

から除外しております。  

  

  

  

  

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の関連会社 

１社（フレゼニウス川澄株式

会社） 

(1）持分法適用の関連会社 

同左 

(1）持分法適用の関連会社 

同左 

  (2）持分法を適用していない非連

結子会社（カワスミラボラト

リーズヨーロッパ（ドイ

ツ））は、中間純利益および

利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため、持分

法の適用範囲から除外してお

ります。 

(2）   ────── (2）   ────── 

  (3）持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異

なる会社については、当該会

社の中間会計期間に係る中間

財務諸表を使用しておりま

す。 

(3）     同左 (3）持分法適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる会社

については、当該会社の事業

年度に係る財務諸表を使用し

ております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

連結子会社のうち海外子会社であ

るカワスミラボラトリーズタイラ

ンド（タイ）およびナムシントレ

ーディング（タイ）の中間決算日

は、６月30日であります。 

中間連結財務諸表の作成に当たっ

ては、ナムシントレーディング

（タイ）は同中間決算日現在の中

間財務諸表を使用しており、カワ

スミラボラトリーズタイランド

（タイ）は中間連結決算日現在で

実施した仮決算に基づく財務諸表

を使用しております。 

連結子会社の中間決算日は、ナム

シントレーディング（６月30日）

を除き、中間連結決算日と一致し

ております。ナムシントレーディ

ング（タイ）については、同社の

中間決算日現在の財務諸表を使用

して中間連結決算を行っておりま

す。 

  

連結子会社の決算日は、ナムシン

トレーディング（12月31日）を除

き、連結決算日と一致しておりま

す。ナムシントレーディング（タ

イ）については、同社の決算日現

在の財務諸表を使用して連結決算

を行っております。 

なお、カワスミラボラトリーズタ

イランド（タイ）は12月31日から

３月31日に決算日を変更しており

ます。 

４．会計処理基準に関する事

項 

     

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

     

満期保有目的の債 

券 

その他有価証券 

償却原価法（利息法） 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

同左 

時価のあるもの 

同左 

同左 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

② デリバティブ  原則として時価法 

  

同左 

  

同左 

  

③ たな卸資産      

商品・製品・仕掛品 主として総平均法に基づく低価法 同左 同左 

原材料 主として移動平均法に基づく原価

法 

同左 

  

同左 

貯蔵品 主として最終仕入原価法 同左 同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

     

① 有形固定資産 当社および国内連結子会社は定率

法  

 海外連結子会社は定額法 

ただし、当社および国内連結子会

社は、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）、

および当社佐伯新工場（血液バッ

グ生産工場）の生産設備について

は定額法 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物及び構築物………15～38年  

機械装置及び運搬具…７～12年  

  

当社は定率法  

 海外連結子会社は定額法 

ただし、当社は、平成10年４月１

日以降に取得した建物（附属設備

を除く）、および当社佐伯新工場

（血液バッグ生産工場）の生産設

備については定額法 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物及び構築物………15～38年  

機械装置及び運搬具…７～12年  

(会計方針の変更） 

当社は、法人税法の改正にともな

い、当中間連結会計期間より、平

成19年4月1日以降に取得した有形

固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変

更しております。 

これによる営業利益、経常利益お

よび税金等調整前中間純利益に与

える影響は軽微であります。 

(追加情報） 

当社は、当中間連結会計期間よ

り、平成19年３月31日以前に取得

した有形固定資産については、改

正後の法人税法に基づき、従来の

償却可能限度額まで償却が終了し

た連結会計年度の翌連結会計年度

より残存簿価を備忘価額まで５年

間で均等償却する方法に変更して

おります。 

これによる営業利益、経常利益お

よび税金等調整前中間純利益に与

える影響は軽微であります。 

当社は定率法 

 海外連結子会社は定額法 

ただし、当社は、平成10年４月１

日以降に取得した建物（附属設備

を除く）、および佐伯新工場（血

液バッグ生産工場）の生産設備に

ついては定額法 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物及び構築物………15～38年 

機械装置及び運搬具…７～12年 

工具器具備品…………２～６年 

② 無形固定資産 定額法（主な耐用年数５年） 同左 同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

     

① 貸倒引当金 売掛金等債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

同左 同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

② 賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備え

るため、将来の支給見込額のうち

当中間連結会計期間の負担額を計

上しております。 

（追加情報）   

当中間連結会計期間から、賞与支

給規定の改訂により賞与の支給対

象期間を変更しております。従

来、冬季賞与の支給対象期間を４

月１日から９月30日まで、夏季賞

与の支給対象期間を10月１日から

翌年３月31日までとしておりまし

たが、それぞれ７月１日から12月

31日まで、１月１日から６月30日

までと変更しております。 

なお、従業員に対する賞与につき

ましては、従来、中間連結会計期

間末に債務として確定していたた

め、流動負債の「その他（未払費

用）」に含めて表示しておりまし

たが、当中間連結会計期間に支給

対象期間の変更を行ったことにと

もない、支給見込額のうち、当中

間連結会計期間の負担額を賞与引

当金として計上しております。 

この変更により、当中間連結会計

期間末の賞与引当金は平成18年７

月１日から平成18年９月30日まで

の３ヵ月分を計上しております。 

同左 従業員に対する賞与の支給に備え

るため、将来の支給見込額のうち

当連結会計年度の負担額を計上し

ております。 

（追加情報）   

賞与の支給対象期間の変更 

当連結会計年度から、賞与支給規

定の改訂により賞与の支給対象期

間を変更しております。従来、冬

季賞与の支給対象期間を４月１日

から９月30日まで、夏季賞与の支

給対象期間を10月１日から翌年３

月31日までとしておりましたが、

それぞれ７月１日から12月31日ま

で、１月１日から６月30日までと

変更しております。 

なお、従業員に対する賞与につき

ましては、従来、連結会計年度に

債務として確定していたため、流

動負債の「未払費用」に含めて表

示しておりましたが、当連結会計

年度に支給対象期間の変更を行っ

たことにともない、支給見込額の

うち、当連結会計年度の負担額を

賞与引当金として計上しておりま

す。 

この変更により、当連結会計年度

末の賞与引当金は平成19年１月１

日から平成19年３月31日までの３

ヵ月分を計上しております。 

③ 役員賞与引当金 ────── 役員に対する賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のうち当

中間連結会計期間の負担額を計上

しております。なお、当中間連結

会計期間においては、合理的に見

積もることが困難なため計上して

おりません。 

役員に対する賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のうち当

連結会計年度の負担額を計上して

おります。 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基

準第４号 平成17年11月29日）を

適用しております。 

これにより営業利益、経常利益お

よび税金等調整前当期純利益は、

それぞれ36百万円減少しておりま

す。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

④ 退職給付引当金 当社および国内連結子会社は、従

業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付

債務および年金資産の見込額に基

づき、当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認められる額

を計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、その

発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定率法により按分した

額を、それぞれ発生の翌連結会計

年度から処理することとしており

ます。 

同左 当社は、従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき計上しておりま

す。 

なお、数理計算上の差異は、その

発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定率法により按分した

額を、それぞれ発生の翌連結会計

年度から処理することとしており

ます。 

⑤ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく中間連結会計

期間末要支給額を計上しておりま

す。なお、平成18年６月27日の定

時株主総会の日をもって役員退職

慰労金制度を廃止したため、当該

総会までの期間に対応する役員退

職慰労引当金を計上しておりま

す。 

同左 役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。なお、平成

18年６月27日の定時株主総会の日

をもって役員退職慰労金制度を廃

止したため、当該総会までの期間

に対応する役員退職慰労引当金を

計上しております。 

  

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間連結

決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外子

会社等の資産および負債は、中間

連結決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益および費用は

期中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部におけ

る為替換算調整勘定および少数株

主持分に含めて計上しておりま

す。 

同左 外貨建金銭債権債務は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社

等の資産および負債は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益および費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替換算

調整勘定および少数株主持分に含

めて計上しております。 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

主としてリース物件の所有権が借

主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ会計を採用

しております。 

なお、金利スワップについて特

例処理の条件を満たしている場

合には、特例処理を採用してお

ります。 

ヘッジ会計の方法 

同左 

ヘッジ会計の方法 

同左 

  ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段   ヘッジ対象 

金利スワップ   長期借入金 

   
満期保有目的

の債券 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段   ヘッジ対象 

金利スワップ   長期借入金 

   
満期保有目的

の債券 

為替先物予約  
外貨建仕入債

務および外貨

建予定取引 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段   ヘッジ対象 

金利スワップ   長期借入金 

   
満期保有目的

の債券 

  ヘッジ方針 

当社は、取締役会決議に基づき

将来の金利変動によるリスク回

避を目的に行っており、投機的

な取引は行わない方針でありま

す。 

ヘッジ方針 

金利スワップについては、取締

役会決議に基づき将来の金利変

動によるリスク回避を目的に行

っており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。 

為替先物予約については、為替

相場変動に伴うリスクの軽減を

目的に、将来の輸入見込額に基

づき実施しており、投機的な取

引は行わない方針であります。 

ヘッジ方針 

当社は、取締役会決議に基づき

将来の金利変動によるリスク回

避を目的に行っており、投機的

な取引は行わない方針でありま

す。 

  ヘッジ有効性の評価方法 

金利スワップについては、ヘッ

ジ手段の想定元本とヘッジ対象

に関する重要な条件が同一であ

り、かつ、ヘッジ開始時および

その後も継続して、相場変動を

完全に相殺するものと想定でき

るため、ヘッジの有効性の判定

を省略しております。 

ヘッジ有効性の評価方法 

金利スワップについては、ヘッ

ジ手段の想定元本とヘッジ対象

に関する重要な条件が同一であ

り、かつ、ヘッジ開始時および

その後も継続して、相場変動を

完全に相殺するものと想定でき

るため、ヘッジの有効性の判定

を省略しております。 

為替先物予約については、ヘッ

ジ対象の相場変動を比較し、そ

の変動額の比率によって有効性

を評価しております。 

ヘッジ有効性の評価方法 

金利スワップについては、ヘッ

ジ手段の想定元本とヘッジ対象

に関する重要な条件が同一であ

り、かつ、ヘッジ開始時および

その後も継続して、相場変動を

完全に相殺するものと想定でき

るため、ヘッジの有効性の判定

を省略しております。 

(7）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための基本となる

重要な事項 

     

① 消費税等の会計処

理 

税抜方式によっております。 同左 同左 

② 法人税、住民税及

び事業税の計上方

法 

中間連結会計期間に係る納付税額

および法人税等調整額は、当社の

決算期において予定している特別

償却準備金の取崩しを前提とし

て、当中間連結会計期間に係る金

額を計算しております。 

同左 ────── 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金および容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヵ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する  

   会計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号 平成17年12月９日 ）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針 」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を適用して

おります。 

従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

26,104百万円であります。 

 なお、中間連結財務諸表等規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中間連結貸

借対照表の純資産の部については、改正後の

中間連結財務諸表等規則により作成しており

ます。 

────── 

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 平成17年12月９日 企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基

準適用指針第８号）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は、

27,949百万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対

照表の純資産の部については、連結財務諸表

規則の改正に伴い、改正後の連結財務諸表規

則により作成しております。 

（企業結合に係る会計基準）  

当中間連結会計期間より「企業結合に係る会

計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31

日）および「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12月27日 

企業会計基準第７号）ならびに「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用

指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月

27日 企業会計基準適用指針第10号）を適用

しております。 

  

──────  

  

  

（企業結合に係る会計基準） 

当連結会計年度より「企業結合に係る会計基

準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）

および「事業分離等に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準第７号）ならびに「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17年12月27

日 企業会計基準適用指針第10号）を適用し

ております。 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

（中間連結損益計算書）  

「作業くず売却収入」は 、前中間連結会計期間まで、営業外収益の

「その他」に含めて表示していましたが、当中間連結会計期間におい

て営業外収益の総額の100分の10を超えたため区分掲記いたしまし

た。 

なお、前中間連結会計期間の「作業くず売却収入」の金額は14百万円

であります。 

────── 

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

 
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１  有形固定資産の減価償却累計額 

  19,568百万円 

 有形固定資産の減価償却累計額 

  21,658百万円 

 有形固定資産の減価償却累計額 

  21,792百万円 

２ 保証債務 

 フレゼニウス川澄㈱の中空糸増産設備

資金の銀行借入総額802百万円に対し

て、240百万円の債務保証を行っており

ます。 

保証債務 

 フレゼニウス川澄㈱の中空糸増産設備

資金の銀行借入総額631百万円に対し

て、189百万円の債務保証を行っており

ます。 

保証債務 

フレゼニウス川澄㈱の中空糸増産設備

資金の銀行借入総額717百万円に対し

て、215百万円の債務保証を行っており

ます。 

３ 受取手形割引高 

輸出手形 19百万円 

受取手形割引高 

輸出手形 4百万円 

受取手形割引高 

輸出手形 25百万円 

※４ 中間連結会計期間末日満期手形  

中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理は、手形交換日をもって決済処理

しております。なお、当中間連結会計

期間の末日は金融機関の休日であった

ため、次の中間連結会計期間末日満期

手形が中間連結会計期間末残高に含ま

れております。 

受取手形      218 百万円  

支払手形      262 百万円  

設備等支払手形    64 百万円  

中間連結会計期間末日満期手形  

中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理は、手形交換日をもって決済処理

しております。なお、当中間連結会計

期間の末日は金融機関の休日であった

ため、次の中間連結会計期間末日満期

手形が中間連結会計期間末残高に含ま

れております。 

受取手形      176 百万円  

支払手形      427 百万円  

設備等支払手形    13 百万円 

連結会計年度末日満期手形 

連結会計年度末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済

処理をしております。なお、当連結会

計年度末日が金融機関の休日であった

ため、次の連結会計年度末日満期手形

が連結会計年度末残高に含まれており

ます。 

受取手形      259 百万円 

支払手形      340 百万円 

設備等支払手形    27 百万円 



（中間連結損益計算書関係） 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主な内訳 販売費及び一般管理費の主な内訳 販売費及び一般管理費の主な内訳 

  運賃諸掛費 682百万円 

給与手当・賞与 913  

賞与引当金繰入額 62  

退職給付費用 64 

役員退職慰労引当金

繰入額 
6 

研究開発費 351 

運賃諸掛費 693百万円 

給与手当・賞与 1,052  

賞与引当金繰入額 85  

退職給付費用 75 

研究開発費 315 

運賃諸掛費 1,389百万円 

給与手当・賞与 1,870 

賞与引当金繰入額 175 

役員賞与引当金繰入

額 
36 

退職給付費用 128 

役員退職慰労引当金

繰入額 
23 

研究開発費 750 

※２  固定資産売却益の内訳  固定資産売却益の内訳 固定資産売却益の内訳 

  機械装置及び運搬具 4百万円 

有形固定資産その他 2  

計 6 

機械装置及び運搬具 2百万円 

有形固定資産その他 0  

計 3 

建物及び構築物 1百万円 

機械装置及び運搬具 10  

有形固定資産その他 1  

計 13 

※３ 固定資産除売却損の内訳 

固定資産除却損 

固定資産除売却損の内訳 

固定資産除却損 

固定資産除売却損の内訳 

固定資産除却損 

  建物及び構築物 0百万円 

機械装置及び運搬具 5 

有形固定資産その他 6 

計 11 

建物及び構築物 0百万円 

機械装置及び運搬具 17 

有形固定資産その他 4 

計 23 

建物及び構築物 4百万円 

機械装置及び運搬具 10  

有形固定資産その他 12 

計 28 

  固定資産売却損 

  

有形固定資産その他 0百万円  

計 0 

  

  

     

    

固定資産売却損 

建物及び構築物 0  



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）  

（注）普通株式の自己株式の増加3,160株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、自己株式の減少1,240株は、単元未満株式の買増請求に 

   よる減少であります。  

 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）  

（注）１.普通株式の発行済株式総数の増加3,500,000株は、第三者割当増資による新株式の発行による増加であります。 

   ２.普通株式の自己株式の増加3,460株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。  

 １.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項  

 
前連結会計年度末株式数

（株） 

当中間連結会計期間増

加株式数（株） 

当中間連結会計期間減

少株式数（株） 

当中間連結会計期間末株

式数（株） 

発行済株式        

普通株式 19,448,003 － － 19,448,003 

合計 19,448,003 － － 19,448,003 

自己株式        

普通株式 45,340 3,160 1,240 47,260 

合計 45,340 3,160 1,240 47,260 

  ２.配当に関する事項 

  配当金支払額 
 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 145 7.5 平成18年３月31日 平成18年６月27日 

 １.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項  

 
前連結会計年度末株式数

（株） 

当中間連結会計期間増加

株式数（株） 

当中間連結会計期間減

少株式数（株） 

当中間連結会計期間末株

式数（株） 

発行済株式        

普通株式 19,448,003 3,500,000 － 22,948,003 

合計 19,448,003 3,500,000 － 22,948,003 

自己株式        

普通株式 49,765 3,460 － 53,225 

合計 49,765 3,460 － 53,225 

  ２.配当に関する事項 

  (1)配当金支払額 
 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 193 10.0 平成19年３月31日 平成19年６月29日 

  (2)基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの  

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり配当

額（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年11月22日 

取締役会 
普通株式 171 利益剰余金  7.5 平成19年９月30日 平成19年12月10日 



 前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）  

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加6,505株は単元未満株の買取り、減少の2,080株は単元未満株の売渡しによるものです。 

２．配当に関する事項 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項  

 
前連結会計年度末株式数

（株） 

当連結会計年度増加株

式数（株） 

当連結会計年度減少株

式数（株） 

当連結会計年度末株式数

（株） 

発行済株式        

普通株式 19,448,003 － － 19,448,003 

合計 19,448,003 － － 19,448,003 

自己株式        

普通株式 45,340 6,505 2,080 49,765 

合計 45,340 6,505 2,080 49,765 

(1）配当金支払額  

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年6月27日 

定時株主総会 
普通株式 145 7.5 平成18年3月31日 平成18年6月27日 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの  

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり配当

額（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年6月28日 

定時株主総会 
普通株式 193  利益剰余金 10.0 平成19年3月31日 平成19年6月29日 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

  （平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） (平成19年３月31日現在） 

  現金及び預金勘定 7,106百万円 

預入期間が３ヵ月を超え

る定期預金 
-865 

現金及び現金同等物 6,241 

現金及び預金勘定 10,799百万円

預入期間が３ヵ月を超え

る定期預金 
-752 

現金及び現金同等物 10,046 

現金及び預金勘定 7,852百万円

預入期間が３ヵ月を超え

る定期預金 
-768 

現金及び現金同等物 7,083 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 

109 47 61 

有形固定資
産その他 

59 43 16 

無形固定資
産 

496 378 118 

合計 666 469 196 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

109 61 48 

有形固定資
産その他 

36 30 5 

無形固定資
産 

332 284 48 

合計 478 375 103 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

109 55 53 

有形固定資
産その他 

45 35 10 

無形固定資
産 

536 436 99 

合計 691 527 164 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

（注）       同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 120百万円 

１年超 75 

合計 196 

１年内 54百万円 

１年超 48 

合計 103 

１年内 98百万円 

１年超 65 

合計 164 

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

（注）       同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

(3) 支払リース料および減価償却費相当額 (3) 支払リース料および減価償却費相当額 (3) 支払リース料および減価償却費相当額 

支払リース料 65百万円 

減価償却費相当額 65百万円 

支払リース料 62百万円 

減価償却費相当額 62百万円 

支払リース料 149百万円 

減価償却費相当額 149百万円 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２.オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年内 26百万円 

１年超 4 

 合計 30 

２.オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年内 4百万円 

１年超 － 

 合計 4 

２.オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 20百万円 

１年超 － 

 合計 20 



（有価証券関係） 

 前中間連結会計期間（平成18年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの  

該当事項はありません。  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）減損の基準は下記のとおりであります。 

時価が50％以上下落した場合……………合理的な反証がない限り、減損処理。 

時価が40％以上50％未満下落した場合…２期連続該当し、かつ合理的な反証がない限り、減損処理。 

３．時価のない有価証券の主な内容 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 396 729 333 

(2）債券 － － － 

(3）その他 50 50 0 

合計 446 779 333 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

非上場債券 100 

(2）その他有価証券  

非上場株式 257 



 当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの  

該当事項はありません。  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）減損の基準は下記のとおりであります。 

時価が50％以上下落した場合……………合理的な反証がない限り、減損処理。 

時価が40％以上50％未満下落した場合…２期連続該当し、かつ合理的な反証がない限り、減損処理。 

３．時価のない有価証券の主な内容 

前連結会計年度（平成19年３月31日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）当連結会計年度においては、その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行っておりません。 

なお、減損処理の基準は下記のとおりであります。 

時価が50％以上下落した場合…………………合理的な反証がない限り、減損処理。 

時価が40％以上50％未満下落した場合………２期連続該当し、かつ合理的な反証がない限り、減損処理。 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 396 626 229 

(2）債券 － － － 

(3）その他 50 50 0 

合計 446 676 229 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

非上場債券 100 

(2）その他有価証券  

非上場株式 255 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 351 674 323 

(2）債券 － － － 

(3）その他 95 95 -0 

合計 446 769 323 



３．時価のない有価証券の主な内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（平成18年９月30日現在） 

 デリバティブ取引にはすべてヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

 デリバティブ取引にはすべてヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 

前連結会計年度（平成19年３月31日現在） 

 デリバティブ取引にはすべてヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

非上場債券 100 

(2）その他有価証券  

非上場株式 257 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間および前連結会計年度において、当社グループは、製品の種類、性

質、製造方法、販売市場等の類似性から判断して、同種・同系列の医薬品および医療用具を製造販売しているた

め事業の種類別セグメント情報は記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１．地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。  

(1）米   州……………米 国  

(2）東南アジア……………タ イ  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 （注）１．地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。  

(1）米   州……………米 国  

(2）東南アジア……………タ イ  

 
日本 

（百万円） 
米州 

（百万円）

東南アジ
ア 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円）

連結 
（百万円） 

売上高            

(1）外部顧客に対する売

上高 
13,343 750 184 14,278 － 14,278 

(2）セグメント間の内部

売上高 
480 － 4,702 5,182 (5,182) － 

計 13,824 750 4,886 19,461 (5,182) 14,278 

営業費用 13,655 703 4,909 19,268 (5,288) 13,979 

営業利益又は営業損

失（－） 
168 47 -22 193 105 298 

 
日本 

（百万円） 
米州 

（百万円）

東南アジ
ア 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円）

連結 
（百万円） 

売上高            

(1）外部顧客に対する売

上高 
14,964 954 296 16,215 － 16,215 

(2）セグメント間の内部

売上高 
370 － 5,257 5,628 (5,628) － 

計 15,334 954 5,554 21,843 (5,628) 16,215 

営業費用 14,726 897 5,589 21,212 (5,729) 15,483 

営業利益又は営業損

失（－） 
608 57 -34 631 100 731 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１．地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）米州……………………米国 

(2）東南アジア……………タイ 

３．会計方針の変更 

  （役員賞与に関する会計基準） 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（3）③に記載のとおり、当連結会計年度より

「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。この変更

に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「日本」の営業費用は36百万円増加し、営業利益が同額減少し

ております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１．地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な内訳は次のとおりであります。 

(1）米       州……………米国、メキシコ 他 

(2）欧       州……………ドイツ、スペイン 他 

(3）アジア・オセアニア……………タイ、台湾 他 

(4）そ   の   他……………トルコ、サウジアラビア 他 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の地域における売上高であります。 

 
日本 

（百万円） 
米州 

（百万円）

東南アジ
ア 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円）

連結 
（百万円） 

売上高            

(1）外部顧客に対する売

上高 
28,735 1,638 428 30,802 － 30,802 

(2）セグメント間の内部

売上高 
808 － 9,823 10,632 (10,632) － 

計 29,544 1,638 10,251 41,434 (10,632) 30,802 

営業費用 28,722 1,532 10,623 40,878 (10,769) 30,108 

営業利益又は営業損

失（－） 
822 105 -371 555 137 693 

  米州 欧州 
アジア・オセ
アニア 

その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 2,650 738 670 138 4,198 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         14,278 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
18.6 5.2 4.7 1.0 29.4 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 （注）１．地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な内訳は次のとおりであります。 

(1）米       州……………米国、メキシコ 他 

(2）欧       州……………ドイツ、スペイン 他 

(3）アジア・オセアニア……………タイ、台湾 他 

(4）そ   の   他……………トルコ、サウジアラビア 他 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の地域における売上高であります。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１．地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な内訳は次のとおりであります。 

(1）米州………………………………米国、メキシコ 他 

(2）欧州………………………………ドイツ、スペイン 他 

(3）アジア・オセアニア……………タイ、台湾 他 

(4）その他……………………………トルコ、サウジアラビア 他 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の地域における売上高であります。 

  米州 欧州 
アジア・オセ
アニア 

その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 2,902 732 857 258 4,750 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         16,215 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
17.9 4.5 5.3 1.6 29.3 

  米州 欧州 
アジア・オセ
アニア 

その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 5,465 1,318 1,421 348 8,554 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         30,802 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
17.7 4.3 4.6 1.1 27.8 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり純資産額算定上の基礎は、次のとおりであります。 

（注）２．１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,345.56円 

１株当たり中間純利益 19.19円 

１株当たり純資産額 1,314.53円 

１株当たり中間純利益 26.39円 

１株当たり純資産額 1,440.81円 

１株当たり当期純利益 54.21円 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

 
前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末
（平成19年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円） 27,492 31,513 － 

純資産の部の合計額から控除する金

額（百万円） 
1,387 1,417 － 

（うち少数株主持分） (1,387) (1,417) (－) 

普通株式に係る中間期末（期末）の

純資産額（百万円） 
26,104 30,095 － 

１株当たりの純資産額の算定に用い

られた中間期末（期末）の普通株式

の数（株） 

19,400,743 22,894,778 － 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(1)中間（当期）純利益（百万円） 372 576 1,051 

(2)普通株主に帰属しない金額（百

万円） 
－ － － 

(3)普通株式に係る中間（当期）純

利益（百万円） 

372 576 1,051 

(4)期中平均株式数（株） 19,402,033 21,863,942 19,400,920 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── ────── 当社は、平成19年５月10日開催の取

締役会において、旭化成ファーマ㈱

（旭化成㈱の子会社）および旭化成

メディカル㈱（旭化成ファーマ㈱の

子会社）ならびにテルモ㈱との業務

資本提携契約の締結、また、旭化成

ファーマ㈱、テルモ㈱および㈱クラ

レを割当先とする第三者割当増資に

よる新株式発行を決議いたしまし

た。決議の内容は以下のとおりであ

ります。 

なお、当該決議に基づく新株式発行

につきましては、平成19年５月25日

に払込が完了いたしました。この結

果、平成19年５月25日付で資本金は

6,642百万円、発行済株式総数は

22,948,003株となっております。 

(1)業務資本提携契約 

①契約締結日 平成19年５月10日 

②契約の内容 

業務提携 

  当社、旭化成ファーマ㈱、旭化

成メディカル㈱およびテルモ㈱に

おける各社の確立された製造技

術、開発、販売それぞれの事業基

盤の有効活用。 

資本提携 

  旭化成ファーマ㈱およびテルモ

㈱に対する総額2,294百万円の当

社の普通株式の第三者割当の実

施。 

(2)第三者割当増資 

①発行新株式数   

  普通株式   3,500,000株 

②発行価額    

  １株につき     717円 

③発行価額の総額 2,509百万円 

④資本組入額    

  １株につき    358.5円 

⑤払込期日  平成19年５月25日 

⑥割当先および割当株式数  

    旭化成ファーマ㈱ 

         2,000,000株 

  テルモ㈱   1,200,000株 

  ㈱クラレ    300,000株 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度末の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金     5,102     8,411     5,309  

２．受取手形 ※５   3,270     2,768     2,845  

３．売掛金     5,095     5,811     6,228  

４．たな卸資産     4,248     4,256     4,231  

５．繰延税金資産     352     274     307  

６．その他     528     381     727  

７．貸倒引当金     -4     -1     －  

流動資産合計     18,594 60.3   21,901 64.3   19,650 61.6 

Ⅱ 固定資産                    

１.有形固定資産 ※１                  

（１）建物   3,478     3,474     3,449    

（２）機械装置   1,995     2,611     2,695    

（３）土地   821     821     821    

（４）その他   1,551 7,846 (25.5) 564 7,471 (22.0) 576 7,541 (23.6)

２.無形固定資産     133 (0.4)  131 (0.4)  128 (0.4)

３.投資その他の資産                    

（１）投資有価証券   3,936     3,829     3,922    

（２）繰延税金資産   －     453     419    

（３）その他   383     293     306    

（４）貸倒引当金   -77 4,242 (13.8) -40 4,536 (13.3) -45 4,603 (14.4)

固定資産合計     12,222 39.7   12,139 35.7   12,273 38.4 

資産合計     30,816 100.0   34,041 100.0   31,924 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度末の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形 ※５   1,619     1,818     2,019  

２．買掛金     1,617     1,727     1,651  

３．１年以内返済予定
の長期借入金     1,100     500     800  

４．未払法人税等     70     330     306  

５．賞与引当金     178     236     175  

６．設備等支払手形 ※５   360     315     257  

７．その他 ※２   839     997     1,083  

流動負債合計     5,786 18.8   5,924 17.4   6,294 19.7 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金     1,970     1,250     1,500  

２．退職給付引当金     1,400     1,381     1,409  

３．役員退職慰労引当
金     66     64     66  

４．繰延税金負債     138     －     －  

５．長期預り金     501     524     513  

固定負債合計     4,076 13.2   3,220 9.5   3,489 10.9 

負債合計     9,863 32.0   9,144 26.9   9,783 30.6 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     5,387 17.5   6,642 19.5   5,387 16.9 

２ 資本剰余金                    

(1）資本準備金   5,207     6,462     5,207    

資本剰余金合計     5,207 16.9   6,462 19.0   5,207 16.3 

３ 利益剰余金                    

(1）利益準備金   368     368     368    

(2）その他利益剰余
金 

                   

特別償却準備金   86     64     64    

別途積立金   8,710     8,710     8,710    

繰越利益剰余金   1,029     2,552     2,248    

利益剰余金合計     10,194 33.1   11,695 34.3   11,392 35.6 

４ 自己株式     -37 -0.1   -41 -0.1   -39 -0.1 

株主資本合計     20,751 67.4   24,757 72.7   21,947 68.7 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１ その他有価証券評
価差額金 

    201 0.6   138 0.4   192 0.7 

評価・換算差額等合
計 

    201 0.6   138 0.4   192 0.7 

純資産合計     20,953 68.0   24,896 73.1   22,140 69.4 

負債純資産合計     30,816 100.0   34,041 100.0   31,924 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     13,805 100.0   15,334 100.0   29,525 100.0 

Ⅱ 売上原価     10,781 78.1   11,598 75.6   22,671 76.8 

売上総利益     3,023 21.9   3,736 24.4   6,854 23.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     2,851 20.7   3,104 20.3   6,023 20.4 

営業利益     172 1.2   631 4.1   831 2.8 

Ⅳ 営業外収益 ※２   340 2.5   300 2.0   694 2.4 

Ⅴ 営業外費用 ※３   125 0.9   86 0.6   178 0.6 

経常利益     386 2.8   846 5.5   1,347 4.6 

Ⅵ 特別利益 ※４   48 0.3   1 0.0   59 0.2 

Ⅶ 特別損失  ※5.6   78 0.5   22 0.1   91 0.3 

税引前中間(当期)
純利益     356 2.6   824 5.4   1,315 4.5 

法人税、住民税及
び事業税   44     289     313    

法人税等調整額   -30 14 0.1 37 327 2.2 -537 -224 -0.7 

中間(当期)純利益     342 2.5   497 3.2   1,539 5.2 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年4月1日 至平成18年9月30日） 

  （注）平成18年６月の定時株主総会による利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
 株主 
 資本 
 合計 

 資本 
 準備金 

 資本 
 剰余金 
 合計 

 利益 
 準備金 

その他利益剰余金 
  

 利益 
 剰余金 
 合計 

 特別 
 償却 
 準備金 

 別途 
 積立金 

 繰越 
 利益 
 剰余金 

平成18年3月31日 残高 

（百万円） 
5,387 5,207 5,207 368 92 9,710 -173 9,997 -36 20,556 

中間会計期間中の変動額                    

特別償却準備金の積立

（注） 
        22   -22 －   － 

特別償却準備金の取崩

（注） 
        -28   28 －   － 

別途積立金の取崩（注）           -1,000 1,000 －   － 

剰余金の配当（注）             -145 -145   -145 

中間純利益             342 342   342 

自己株式の取得                 -2 -2 

自己株式の処分             -0 -0 0 0 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

  

                    

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － － -5 -1,000 1,202 196 -1 195 

平成18年9月30日 残高 

（百万円） 
5,387 5,207 5,207 368 86 8,710 1,029 10,194 -37 20,751 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
 評価差額金 

 評価・換算 
 差額等合計 

平成18年3月31日 残高 

（百万円） 
225 225 20,782 

中間会計期間中の変動額      

特別償却準備金の積立（注）     － 

特別償却準備金の取崩（注）     － 

別途積立金の取崩（注）     － 

剰余金の配当（注）     -145 

中間純利益     342 

自己株式の取得     -2 

自己株式の処分     0 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 

  

-24 -24 -24 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
-24 -24 170 

平成18年9月30日 残高 

（百万円） 
201 201 20,953 



当中間会計期間（自平成19年4月1日 至平成19年9月30日） 

   

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
 株主 
 資本 
 合計 

 資本 
 準備金 

 資本 
 剰余金 
 合計 

 利益 
 準備金 

その他利益剰余金 
  

 利益 
 剰余金 
 合計 

 特別 
 償却 
 準備金 

 別途 
 積立金 

 繰越 
 利益 
 剰余金 

平成19年3月31日 残高 

（百万円） 
5,387 5,207 5,207 368 64 8,710 2,248 11,392 -39 21,947 

中間会計期間中の変動額                    

新株の発行 1,254 1,254 1,254             2,509 

剰余金の配当             -193 -193   -193 

中間純利益             497 497   497 

自己株式の取得                 -2 -2 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

  

                    

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
1,254 1,254 1,254 － － － 303 303 -2 2,810 

平成19年9月30日 残高 

（百万円） 
6,642 6,462 6,462 368 64 8,710 2,552 11,695 -41 24,757 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
 評価差額金 

 評価・換算 
 差額等合計 

平成19年3月31日 残高 

（百万円） 
192 192 22,140 

中間会計期間中の変動額      

新株の発行     2,509 

剰余金の配当     -193 

中間純利益     497 

自己株式の取得     -2 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 

  

-54 -54 -54 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
-54 -54 2,755 

平成19年9月30日 残高 

（百万円） 
138 138 24,896 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年4月1日 至平成19年3月31日） 

  

  

（注）平成18年６月の定時株主総会による利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主 
資本 
合計 

資本 
準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

特別 
償却 

準備金 

別途 
積立金 

繰越 
利益 
剰余金 

平成18年3月31日 残高 
（百万円） 

5,387 5,207 5,207 368 92 9,710 -173 9,997 -36 20,556

事業年度中の変動額         
利益処分による特別償却準
備金の積立（注） 

    22 -22 －   －

特別償却準備金の積立     5 -5 －   －

利益処分による特別償却準
備金の取崩（注） 

    -28 28 －   －

特別償却準備金の取崩     -27 27 －   －

別途積立金の取崩（注）     -1,000 1,000 －   －

剰余金の配当（注）     -145 -145   -145

当期純利益     1,539 1,539   1,539

自己株式の取得       -4 -4

自己株式の処分      -0 -0 1 1

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額)         

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － － -27 -1,000 2,421 1,394 -2 1,391

平成19年3月31日 残高 
（百万円） 

5,387 5,207 5,207 368 64 8,710 2,248 11,392 -39 21,947

 
評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年3月31日 残高 
（百万円） 

225 225 20,782

事業年度中の変動額   
利益処分による特別償却準
備金の積立（注）   －

特別償却準備金の積立   －

利益処分による特別償却準
備金の取崩（注）   －

特別償却準備金の取崩   －

別途積立金の取崩（注）   －

剰余金の配当（注）   -145

当期純利益   1,539

自己株式の取得   -4

自己株式の処分   1

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額) 

-33 -33 -33

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

-33 -33 1,358

平成19年3月31日 残高 
（百万円） 

192 192 22,140



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

     

(1）有価証券      

満期保有目的の債券 償却原価法（利息法） 同左 同左 

子会社及び関連会社株

式 

移動平均法による原価法 同左 同左 

その他有価証券 時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

時価のあるもの 

同左 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

       

(2）デリバティブ   原則として時価法 同左 同左 

(3）たな卸資産      

商品・製品・仕掛品 総平均法による低価法 同左 同左 

原材料 移動平均法による原価法 同左 同左 

貯蔵品 最終仕入原価法 同左 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

     

(1）有形固定資産 定率法 

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く）および佐伯新工場（血液バ

ッグ生産工場）の生産設備につ

いては定額法。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物………………15～38年 

機械装置…………７～12年 

  

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く）および佐伯新工場（血液バ

ッグ生産工場）の生産設備につ

いては定額法。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物………………15～38年 

機械装置…………７～12年 

 (会計方針の変更） 

   法人税法の改正に伴い、当中間 

  会計期間より、平成19年4月1日 

  以降に取得した有形固定資産に 

  ついて、改正後の法人税法に基 

  づく減価償却の方法に変更して 

  おります。これによる営業利 

  益、経常利益および税引前中間 

  純利益に与える影響は軽微であ 

  ります。 

 (追加情報） 

   当中間会計期間より、平成19年

  ３月31日以前に取得した有形固

  定資産については、改正後の法

  人税法に基づき、従来の償却可 

  能限度額まで償却が終了した事 

  業年度の翌事業年度より残存簿 

  価を備忘価額まで５年間で均等 

  償却する方法に変更しておりま 

    す。これによる営業利益、経常 

  利益および税引前中間純利益に 

  与える影響は軽微であります。 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く）および佐伯新工場（血液バ

ッグ生産工場）の生産設備につ

いては定額法。  

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。  

建物………………15～38年  

機械装置…………７～12年  

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(2）無形固定資産 定額法（主な耐用年数５年） 同左 同左 

３．引当金の計上基準      

(1）貸倒引当金 売掛金等債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

同左 同左 

(2) 賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備え

るため、将来の支給見込額のうち

当中間会計期間の負担額を計上し

ております。 

（追加情報） 

当中間会計期間から、賞与支給規

定の改訂により賞与の支給対象期

間を変更しております。従来、冬

季賞与の支給対象期間を４月１日

から９月30日まで、夏季賞与の支

給対象期間を10月１日から翌年３

月31日までとしておりましたが、

それぞれ７月１日から12月31日ま

で、１月１日から６月30日までと

変更しております。 

なお、従業員に対する賞与につき

ましては、従来、中間会計期間末

に債務として確定していたため、

流動負債の「その他（未払費

用）」に含めて表示しておりまし

たが、当中間会計期間に支給対象

期間の変更を行ったことにともな

い、支給見込額のうち、当中間会

計期間の負担額を賞与引当金とし

て計上しております。 

この変更により、当中間会計期間

末の賞与引当金は平成18年７月１

日から平成18年９月30日までの３

ヵ月分を計上しております。 

同左 従業員に対する賞与の支給に備え

るため、将来の支給見込額のうち

当事業年度の負担額を計上してお

ります。 

（追加情報） 

賞与の支給対象期間の変更 

当事業年度から、賞与支給規定の

改訂により賞与の支給対象期間を

変更しております。従来、冬季賞

与の支給対象期間を４月１日から

９月30日まで、夏季賞与の支給対

象期間を10月１日から翌年３月31

日までとしておりましたが、それ

ぞれ７月１日から12月31日まで、

１月１日から６月30日までと変更

しております。 

なお、従業員に対する賞与につき

ましては、従来、事業年度末に債

務として確定していたため、流動

負債の「未払費用」に含めて表示

しておりましたが、当事業年度に

支給対象期間の変更を行ったこと

にともない、支給見込額のうち、

当事業年度の負担額を賞与引当金

として計上しております。 

この変更により、当事業年度の賞

与引当金は平成19年1月１日から

平成19年３月31日までの３ヵ月分

を計上しております。 

(3）役員賞与引当金 ────── 役員に対する賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のうち当

中間会計期間の負担額を計上して

おります。なお、当中間会計期間

においては、合理的に見積もるこ

とが困難なため計上しておりませ

ん。 

役員に対する賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のうち当

事業年度の負担額を計上しており

ます。 

（会計方針の変更） 

当事業年度より、「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準第

４号 平成17年11月29日）を適用

しております。 

これにより営業利益、経常利益お

よび税引前当期純利益がそれぞれ

36百万円減少しております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(4）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務および年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において発

生していると認められる額を計上

しております。 

なお、数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定率法により按

分した額を、それぞれ発生の翌事

業年度から処理することとしてお

ります。 

同左 従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づき計上

しております。 

なお、数理計算上の差異は、その

発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定率法により按分した

額を、それぞれ発生の翌事業年度

から処理することとしておりま

す。  

(5）役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく中間会計期間

末要支給額を計上しております。

なお、平成18年６月27日の定時株

主総会の日をもって役員退職慰労

金制度を廃止したため、当該総会

までの期間に対応する役員退職慰

労引当金を計上しております。 

同左 役員に対する退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

なお、平成18年６月27日の定時株

主総会の日をもって役員退職慰労

金制度を廃止したため、当該総会

までの期間に対応する役員退職慰

労金引当金を計上しております。 

  

４．外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有者が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左       同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ会計を採用しており

ます。なお、金利スワップにつ

いて特例処理の条件を満たして

いる場合には、特例処理を採用

しております。 

ヘッジ会計の方法 

同左 

ヘッジ会計の方法 

同左 

  ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段    ヘッジ対象  

金利スワップ   長期借入金 

   
満期保有目的

の債券 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ヘッジ方針 

取締役会決議に基づき将来の金

利変動によるリスク回避を目的

に行っており、投機的な取引は

行わない方針であります。 

ヘッジ方針 

同左 

ヘッジ方針 

同左 

  ヘッジ有効性の評価方法 

金利スワップについては、ヘッ

ジ手段の想定元本とヘッジ対象

に関する重要な条件が同一であ

り、かつ、ヘッジ開始時および

その後も継続して、相場変動を

完全に相殺するものと想定でき

るため、ヘッジの有効性の判定

を省略しております。 

ヘッジ有効性の評価方法 

同左 

ヘッジ有効性の評価方法 

同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

     

(1）消費税等の会計処理 税抜方式によっております。 同左 同左 

(2）法人税、住民税及び事

業税の計上方法 

中間会計期間に係る納付税額およ

び法人税等調整額は、決算期にお

いて予定している特別償却準備金

の取崩しを前提として、当中間会

計期間に係る金額を計算しており

ます。 

同左 ────── 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する 

  会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号 平成17年12月９日 ）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針 」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。従来の「資本の部」の合計に相当する金

額は20,953百万円であります。 

なお、中間財務諸表等規則の改正により、当

中間会計期間における中間貸借対照表の純資

産の部については、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」（企業会計基準委員

会 平成17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日企業会計基準適

用指針第８号）を適用しております。従来の

資本の部の合計に相当する金額は、22,140百

万円であります。 

なお、当事業年度における貸借対照表の純資

産の部については、財務諸表等規則の改正に

伴い、改正後の財務諸表等規則により作成し

ております。 

（企業結合に係る会計基準）  

当中間会計期間より「企業結合に係る会計基

準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）

および「事業分離等に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準第７号）ならびに「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17年12月27

日 企業会計基準適用指針第10号）を適用し

ております。  

  

────── 

  

（企業結合に係る会計基準） 

当事業年度より「企業結合に係る会計基準」

（企業会計審議会 平成15年10月31日）およ

び「事業分離等に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年12月27日 企業会計

基準第７号）ならびに「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月27日 

企業会計基準適用指針第10号）を適用してお

ります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 有形固定資産の減価償却累計額 有形固定資産の減価償却累計額 

  11,025百万円 11,626百万円 11,327百万円 

※２ 消費税等の取扱い 

「仮払消費税等」および「仮受消費税等」

を相殺のうえ、流動負債の「その他」に含

めて表示しております。 

同左 ────── 

 ３ 保証債務 

 フレゼニウス川澄㈱の中空糸増産設備

資金の銀行借入総額802百万円に対し

て、240百万円の債務保証を行っており

ます。 

保証債務 

 フレゼニウス川澄㈱の中空糸増産設備

資金の銀行借入総額631百万円に対し

て、189百万円の債務保証を行っており

ます。 

保証債務 

フレゼニウス川澄㈱の中空糸増産設備

資金の銀行借入総額717百万円に対し

て、215百万円の債務保証を行っており

ます。 

        

４ 受取手形割引高 

輸出手形      19 百万円 

受取手形割引高 

輸出手形      4 百万円 

受取手形割引高 

輸出手形      25 百万円 

※５ 中間期末日満期手形 

中間期末日満期手形の会計処理は、手 

形交換日をもって決済処理しておりま 

す。なお、当中間会計期間の末日は金 

融機関の休日であったため、次の中間 

期末日満期手形が中間期末残高に含ま 

れております。 

受取手形      218 百万円 

支払手形      262 百万円 

設備等支払手形    64 百万円 

中間期末日満期手形 

中間期末日満期手形の会計処理は、手 

形交換日をもって決済処理しておりま 

す。なお、当中間会計期間の末日は金 

融機関の休日であったため、次の中間 

期末日満期手形が中間期末残高に含ま 

れております。 

受取手形      176 百万円 

支払手形      427 百万円 

設備等支払手形    13 百万円 

期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしており

ます。なお、当期末日が金融機関の休日

であったため、次の期末日満期手形が期

末残高に含まれております。 

  

受取手形      259 百万円 

支払手形      340 百万円  

設備等支払手形    27 百万円  



（中間損益計算書関係） 

 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 １ 減価償却実施額 減価償却実施額 減価償却実施額 

  有形固定資産 412百万円 

無形固定資産 2 

有形固定資産 481百万円 

無形固定資産 3 

有形固定資産 928百万円 

無形固定資産 5 

※２ 営業外収益の主要項目 営業外収益の主要項目 営業外収益の主要項目 

  受取利息 5百万円 

受取配当金 120 

受取経営指導料 144 

為替差益 23 

受取利息 11百万円 

受取配当金 42 

受取経営指導料 154 

    

受取利息 12百万円 

受取配当金 238 

受取経営指導料 299 

為替差益 38 

※３ 営業外費用の主要項目 営業外費用の主要項目 営業外費用の主要項目 

  支払利息 26百万円 

減価償却費 25  

設備使用料 24  

支払利息 19百万円 

為替差損 42  

     

支払利息 48百万円 

減価償却費 39百万円 

設備使用料 28百万円 

※４ 特別利益の主要項目 特別利益の主要項目 特別利益の主要項目 

  貸倒引当金戻入益 48百万円 貸倒引当金戻入益 1百万円 貸倒引当金戻入益 50百万円 

固定資産売却益 0百万円 

子会社清算益 8百万円 

※５ 特別損失の主要項目 

固定資産除売却損 11百万円 

貸倒引当金繰入額 13 

抱合せ株式消滅差額 54 

特別損失の主要項目 

固定資産除売却損 22百万円 

    

    

特別損失の主要項目 

固定資産除売却損 27百万円 

抱合せ株式消滅差損 54 

その他 9 

※６ 

  

（固定資産除却損の内訳） 

（固定資産売却損の内訳） 

建物 0百万円 

機械装置 5 

有形固定資産その他 5 

 計 11 

有形固定資産その他 0百万円 

 計 0 

（固定資産除却損の内訳） 

  

建物 0百万円 

機械装置 17 

有形固定資産その他 4 

 計 22 

     

    

（固定資産除却損の内訳） 

（固定資産売却損の内訳） 

建物 4百万円 

機械装置 10 

有形固定資産その他 11 

 計 27  

建物 0百万円 

 計 0  



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の増加3,160株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、自己株式の減少1,240株は、 

   単元未満株式の買増請求による減少であります。  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の増加3,460株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注）普通株式の自己株式の株式数の増加6,505株は単元未満株式の買取り、減少の2,080株は単元未満株式の売渡しによるものです。 

 
前事業年度末株式数

（株） 

当中間会計期間増加株

式数（株） 

当中間会計期間減少株

式数（株） 

当中間会計期間末株式

数（株） 

普通株式（注） 45,340 3,160 1,240 47,260 

合計 45,340 3,160 1,240 47,260 

 
前事業年度末株式数

（株） 

当中間会計期間増加株

式数（株） 

当中間会計期間減少株

式数（株） 

当中間会計期間末株式

数（株） 

普通株式（注） 49,765 3,460 － 53,225 

合計 49,765 3,460 － 53,225 

 
前事業年度末株式数

（株） 

当事業年度増加株式数

（株） 

当事業年度減少株式数

（株） 

当事業年度末株式数

（株） 

普通株式（注） 45,340 6,505 2,080 49,765 

合計 45,340 6,505 2,080 49,765 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置 105 44 61 

有形固定資
産その他 

63 46 16 

無形固定資
産 

496 378 118 

合計 666 469 196 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 105 59 46 

有形固定資
産その他 

40 31 8 

無形固定資
産 

332 284 48 

合計 478 375 103 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置 105 52 53 

有形固定資
産その他 

49 38 10 

無形固定資
産 

536 436 99 

合計 691 527 164 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高相当額が、有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

（注）      同左 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 120百万円 

１年超 75 

合計 196 

１年内 54百万円 

１年超 48 

合計 103 

１年内 98百万円 

１年超 65 

合計 164 

（注） 未経過リース料中間期末相当額は、

未経過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

（注）      同左 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

しております。 

(3) 当中間期の支払リース料および減価償却

費相当額 

(3) 支払リース料および減価償却費相当額 (3) 当期の支払リース料および減価償却費相

当額 

支払リース料 65百万円 

減価償却費相当額 65百万円 

支払リース料 62百万円 

減価償却費相当額 62百万円 

支払リース料 149百万円 

減価償却費相当額 149百万円 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間末および前事業年度における子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの

はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注）１.１株当たり純資産額算定上の基礎は、次のとおりであります。  

（注）２.１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,080.01円 

１株当たり中間純利益 17.65円 

１株当たり純資産額 1,087.42円 

１株当たり中間純利益 22.76円 

１株当たり純資産額 1,141.36円 

１株当たり当期純利益 79.37円 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円） 20,953 24,896 － 

純資産の部の合計額から控除する金額（百

万円）  
－ － － 

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産

額（百万円）  
20,953 24,896 － 

１株当たり純資産額の算定に用いられた中

間期末（期末）の普通株式の数（株）  
19,400,743 22,894,778 － 

 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

(1）中間（当期）純利益（百万円） 342 497 1,539 

(2）普通株主に帰属しない金額（百万 

  円） 
－ － － 

(3）普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 

342 497 1,539 

(4）期中平均株式数（株） 
19,402,033 21,863,942 19,400,920 



（共通支配下の取引等） 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

当社は、平成18年５月12日開催の取締役会に

おいて承認された合併契約に基づき、平成18

年７月１日（合併期日）に当社100％出資の

子会社１社を吸収合併 いたしました。 

──────  当社は、平成18年５月12日開催の取締役会に

おいて承認された合併契約に基づき、平成18

年７月１日（合併期日）に当社100％出資の子

会社１社を吸収合併 いたしました。 

①被合併企業名  

株式会社カワスミバイオサイエンス  

②事業の内容 

医療機器の販売  

③合併方式  

当社を存続会社、株式会社カワスミバイ

オサイエンスを消滅会社とする簡易合併

によっております。  

④合併の目的と概要  

新規事業の有効かつ効率的な創出、人工

心肺関連事業の強化ならびに人材の効率

的な活用。  

⑤実施した会計処理の概要  

合併期日の前日に付された適正な帳簿価

額により引継いだ株式会社カワスミバイ

オサイエンスの資産および負債と、当社

が合併直前に保有していた子会社株式の

帳簿価額との差額（抱合せ株式消滅差

額）を損益計算書の特別損失に54百万円

計上しております。  

   ①被合併企業名 

株式会社カワスミバイオサイエンス 

②事業の内容 

医療機器の販売 

③合併方式 

当社を存続会社、株式会社カワスミバイ

オサイエンスを消滅会社とする簡易合併

によっております。 

④合併の目的と概要 

新規事業の有効かつ効率的な創出、人工

心肺関連事業の強化ならびに人材の効率

的な活用。 

⑤実施した会計処理の概要 

合併期日の前日に付された適正な帳簿価

額により引継いだ株式会社カワスミバイ

オサイエンスの資産および負債と、当社

が合併直前に保有していた子会社株式の

帳簿価額との差額（抱合せ株式消滅差

損）を損益計算書の特別損失に54百万円

計上しております。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

──────  ──────   当社は、平成19年５月10日開催の取締役会

において、旭化成ファーマ㈱（旭化成㈱の子

会社）および旭化成メディカル㈱（旭化成フ

ァーマ㈱の子会社）ならびにテルモ㈱との業

務資本提携契約の締結、また、旭化成ファー

マ㈱、テルモ㈱および㈱クラレを割当先とす

る第三者割当増資による新株式発行を決議い

たしました。決議の内容等は連結財務諸表の

（重要な後発事象）に記載のとおりでありま

す。 



(2）【その他】 

 平成19年11月22日開催の取締役会において、第51期（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日)の中間配当に

関し次のとおり決議いたしました。 

<イ>中間配当金の総額            171百万円 

<ロ>１株当たりの中間配当額           ７円50銭 

<ハ>支払請求の効力発生日および支払開始日  平成19年12月10日 

（注）平成19年９月30日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主または登録質権者に対し

   支払いを行います。 

  



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

１ 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第50期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出 

２ 臨時報告書 

    平成19年５月28日 関東財務局長に提出 

    企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書でありま

す。 

３ 有価証券届出書（第三者割当増資）及びその添付書類 

    平成19年５月10日 関東財務局長に提出 

４ 有価証券届出書の訂正届出書 

    平成19年５月18日 関東財務局長に提出 

   平成19年５月10日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月18日  

川澄化学工業株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 近藤 安正  印 

 
指定社員  

業務執行社員
  公認会計士 北方 宏樹  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている川澄化

学工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株

主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、川澄化学工業株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月18日  

川澄化学工業株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 近藤 安正  印 

 
指定社員  

業務執行社員
  公認会計士 北方 宏樹  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる川澄化学工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年

４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、川澄化学工業株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月18日  

川澄化学工業株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 近藤 安正  印 

 
指定社員  

業務執行社員
  公認会計士 北方 宏樹  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている川澄化

学工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第50期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、川澄化学工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月18日  

川澄化学工業株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 近藤 安正  印 

 
指定社員  

業務執行社員
  公認会計士 北方 宏樹  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる川澄化学工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第51期事業年度の中間会計期間（平成19年４

月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本

等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、川澄化学工業株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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